
帰還環境整備事業計画　　帰還環境整備事業等

設置の時期： 令和2年度1月時点
（単位：千円）

うち、福島県又
は避難指示・解
除区域市町村
等以外の者が
負担する額を
減じた額

(57,622) (57,622) (16,276) (17,765) (11,622) (11,959)

11,784 11,784 0 0 0 0 11,784

＜69,406＞ ＜69,406＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜16,276＞ ＜17,765＞ ＜11,622＞ ＜11,959＞ ＜11,784＞ ＜0＞

(6,150) (6,150) (6,150)

0 0 0

＜6,150＞ ＜6,150＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜6,150＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0)

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(63,772) (63,772) (0) (0) (0) (22,426) (17,765) (11,622) (11,959) (0) (0)
11,784 11,784 0 0 0 0 0 0 0 11,784 0

＜75,556＞ ＜75,556＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜22,426＞ ＜17,765＞ ＜11,622＞ ＜11,959＞ ＜11,784＞ ＜0＞
(63,772) (63,772) (0) (0) (0) (22,426) (17,765) (0) (11,959) (0) (0)
11,784 11,784 0 0 0 0 0 0 0 0 0

＜75,556＞ ＜75,556＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜22,426＞ ＜17,765＞ ＜0＞ ＜11,959＞ ＜0＞ ＜0＞
(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
(63,772) (63,772) (0) (0) (0) (22,426) (17,765) (11,622) (11,959) (0) (0)
11,784 11,784 0 0 0 0 0 0 0 11,784 0

＜75,556＞ ＜75,556＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜22,426＞ ＜17,765＞ ＜11,622＞ ＜11,959＞ ＜11,784＞ ＜0＞
(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県
棚倉町

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「総交付対象事業費」は、「交付期間」を通じての全ての事業費を記載する。
（注３、４）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注４）各年度の交付対象事業費（中段）のうち、様式１－４で提出された年度の値が配分（申請）に係る交付対象事業費となる。
（注５）「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。
（注６）年度間調整又は事業間流用を行った場合には、「備考」に年度間調整又は事業間流用を行った旨、その時期及び額を記載する。なお事業間流用を行う場合には、流用する（流用される）事業名も合わせて記載する。
（注７）共同で作成する場合においては、「担当者氏名」等は共同で作成する福島県又は避難指示・解除区域市町村等の担当者を並べて記載する。

（様式１－２）
　　棚倉町

No. 事業番号
（注１）

事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

単年度型
- 生活空間・食品等線量測定事業 棚倉地区 町 棚倉町

平成29年度 令和3年度

基金設置の有無： 無

1 (3) - 23 - 1

総交付対象
事業費
（注３）

各年度の交付対象事業費　（注４）

全体事業費
（注５）

全体事業
期間

備　考（注６）
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 令和2年度平成31年度平成30年度

1 -
農山村地域復興基盤総合整備事
業(農業水利施設等保全再生事
業）

棚倉地区 町2 (5) - 40 -

直接 69,406 28 ～ R2

～

4 - -

単年度型

3 - - -

棚倉町 直接 28 ～ 30

5 - - -

～-

-

～

6 - -

～

8 - -

7 - - -

～

9 - - -

～-

-

～

10 - - ～

　　　　

合　　 計

（ う ち 市 町 村 交 付
分 ）

（ う ち 県 交 付 分 ）

（うち地方公共団体
の 組 合 交 付 分 ）

地方公共団体の組合名（注７）

濱田　清二
市町村名（注７） 電話番号（注７） 0247-33-2116　　 メールアドレス（注７） jyuumin@town.tanagura.ｌｇ.jp　

（ う ち 基 幹 事 業 ）

（うち効果促進事業
等 ）

県名 担当部局名（注７） 棚倉町役場　住民課  担当者氏名（注７）

mailto:jyuumin@town.tanagura.ｌｇ.jp　
mailto:jyuumin@town.tanagura.ｌｇ.jp　
mailto:jyuumin@town.tanagura.ｌｇ.jp　
mailto:jyuumin@town.tanagura.ｌｇ.jp　


 

（様式１－３） 

福島県棚倉町帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

令和２年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. １ 事業名 生活空間・食品等線量測定事業 事業番号 (3)-23-１ 

交付団体 棚倉町 事業実施主体（直接/間接） 棚倉町（直接） 

総交付対象事業費 57,622（千円） 

69,406（千円） 

全体事業費 57,622 (千円) 

69,406 (千円） 

帰還環境整備に関する目標 

被災から９年が経過するが、線量を懸念する住民は未だに多く、放射線に対する不安は払拭できていな

い。 

当町は風光明媚で農作物を作る環境にも適していることから、生産農家はもとより、家庭菜園を嗜む方も

多く、作物・産物は多様にわたり、地産地消を推進するためにも自家消費野菜の放射線量を正確に把握し、

継続して食の安全を確保したい。 

また、今後も引き続き公共施設等の線量を測定、ホームページ等に公表することにより住民の放射線に対

する不安を一掃し、放射線に対する不安のない通常の生活を再現したい。 

事業概要 

① 町内各施設（６０箇所を毎週）の線量測定 

② 飲料水の採水（水道施設７箇所。２週間に１回） 

③ 除染土壌搬出後の仮置き場の線量測定(原状回復まで。週１回、１箇所) 

④ 公共施設の空間放射線量を報道機関やホームページに公表（毎日） 

⑤ 個人用放射線測定器の貸出 

⑥ 農産物・食品等放射線測定 

※事業概要①～③に要する人員２人、④～⑥に要する人員２人  計４人 

※勤務時間 ８時３０分～１２時及び１３時～１７時１５分 （7・75 時間） 

  

① ～ ⑥の事業費（委託）   10,815 千円 

校正費用・消耗品・備品購入費   969 千円    合計 11,784 千円 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜令和２年度＞  

上記のとおり実施（詳細は別紙添付資料参照） 

地域の帰還環境整備との関係 

居住空間や食品に存在する放射性物質に対する懸念を一掃するために、必須の事業である。 

関連する事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



令和2年度 　帰還環境整備事業等

内閣府

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

11,784 11,784 11,784

＜11,784＞ ＜11,784＞ ＜11,784＞

(0) (0) (0) (0) (0)

11,784 11,784 11,784 0 0

＜11,784＞ ＜11,784＞ ＜11,784＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
棚倉町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

 

 町  棚倉町  直接 定額

（様式１－４）

省庁名： 令和2年度1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考
事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

 -

  

 -

  

 生活空間・食品等線量測定事業  棚倉地区 23

   

 

  1  -  

    

    

 

1   (3)

  

      

          

   

  

       

           

      

　　棚倉町 帰還環境整備事業計画

地方公共団体の組合名
市町村名 電話番号 0247-33-2116 jyuumin@town.tanagura.ｌｇ.jp

合計額

県名 担当部局名 棚倉町役場　住民課 濱田　清二

mailto:jyuumin@town.tanagura.ｌｇ.jp
mailto:jyuumin@town.tanagura.ｌｇ.jp
mailto:jyuumin@town.tanagura.ｌｇ.jp
mailto:jyuumin@town.tanagura.ｌｇ.jp
mailto:jyuumin@town.tanagura.ｌｇ.jp


令和２年１月時点

交付団体棚倉町 Ｎｏ． 1 事業番号 生活空間・食品等線量測定事業 棚倉町（直接）

（参考様式）
福島県（棚倉町）福島再生加速化交付金事業計画　福島再生加速化交付金事業等工程表（令和２年度）

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。
（３）－２３－1 事業名 事業実施主体

項　　　　目
平成31年度

備　考
第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

（注）上記項目について、実施予定時期を矢印で示してください。（なお、項目に該当するものがない場合は当該項目は記載する必要はありませんが、他の項目があれば、適宜書き換えて記載してください。）

（注）同一項目で複数の記載事項がある場合はずらして記載してください。

（注）当該年度末までに終わらないものや、それ以降に実施するものについては、備考欄に終了時期や実施時期を記載してください。

法定手続き・許認可等

地域等の合意形成

調査・測量・設計

用地買収

工事

その他（線量測定）


